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令和５年度 第２回 伊予市部活動の地域移行に関する検討会議 会議録（概要） 

 

日 時：令和５年 12月 12日（月）19時～21時 

会 場：市役所 4階大会議室 

参加者：23人 

 

先進地視察報告について 

香川県東かがわ市へ委員・事務局 13 名で訪問した。白鳥中で部活動の地域移行や建

設中の市内全小中学校が授業で使用する温水プールについて説明を受けた。 

市内全中学生に同種目・同数の部活動を提供する事を目指し、現在は主に教員が平日

は部活動、休日は地域クラブ活動として実施している。将来は外部指導者に移行し、平日

も地域移行を目指している。 

【質問なし】 

 

方針・計画の策定について 

・最終的には総合型地域クラブ等が理想だが、立ち上げは難しい。まずは各学校の現在の

部活動をどうするかを検討することを第１段階の目標にしてはどうか。 

・単独でチームが作れる部活動、合同チーム、拠点校の可能性を検討する。 

・併せて子供のニーズや地域人材を活用できる方法、移動手段、実施場所も検討する。 

・来年度各校 1種目程度、何らかの実証事業を実施したい。 

 

意見交換 

・伊予市もはじめに市の方針を決めないと先に進めない。このまま、具体的な事が小出しで

出てくるのは不安である。 

⇒前回、伊予市の方向性を定めていこうと提案した。その中で、まずは今年の目標として、

実証実験をして、課題の洗い出しから始めようと伝えた。現在は方向性を決める前段階と

いう認識である。視察を経て、他市町の真似ではなく、伊予市オリジナルの方針や計画を

作っていく必要性を感じた。 

・学習指導要領には、今も「（部活動は）教育課程外の学校教育活動」と書かれている。今

後、（学習指導要領に）部活動という存在がなくなった時に、子供たちは部活動ができない、

運動ができない、そんな場所がない。とならないように、伊予市として対応することが重要

である。１、２年は部活動型で色々と試しながら、最後は地域でやるという設定になると思う。 

・実証事業の指導員謝金は教員にも出るのか？⇒辞退がなければ支払う予定である。 

・まずは、部活動を続けたい生徒が、どこで活動できるようにするのかを考えないといけな

い。その受け皿として、例えば、松山市は総合型地域スポーツクラブ活動と保護者会が主

体となっている。四国中央市では企業が社会貢献事業で自社の施設を使って、事業を実

施する計画がある。他には、スポーツ少年団が母体となって、卒団した子たちを中心に、土

日に小学生と一緒にやろうとしている所もある。伊予市も様々な可能性を探って、地域全
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体で地域の子供たちを育てるという考え方で推進計画を検討していただきたい。 

・部活動指導者と外部指導者の違いについて。今学校現場で、部活動を指導しているのは、

教員以外に部活動指導員と外部指導者がいる。 

・部活動指導員は、単独指導、単独引率ができる指導者である。市の会計年度任用職員と

して採用する必要がある。部活動指導員を採用すると、教員がいなくても、その指導者が

単独で指導ができて、その指導者の目の前で怪我をしても、スポーツ保険の対象になる。

現在は、国の補助金があり、２１０時間が上限となる。補助割合は、国、県、市で３分の１ずつ。

超過分は市の全額負担となる。 

・外部指導者は、単独指導、単独引率ができない。学校の先生のサポートをする。外部指導

者が単独指導した中で怪我をした場合は、保険対象外となるので注意が必要である。 

・行政側からすれば、行政主導で（一方的に）決定していくのが１番楽だが、行政指導型で

やっていくことは考えていない。実証事業を実施しながら、様々な問題を少しずつ考えてい

く必要がある。それでも、ある程度の方向性を作っていく。その為に、来年度以降の部活を

各中学校でどのようにするのかを考えてもらいたい。それをもとに、来年度の初め頃には

伊予市のやり方を知らせていきたい。 

・地域の指導者の調査も必要である。市として指導者バンクを作っていきたい。 

⇒県生涯学習センターに人材データバンクがある。その中に文化芸術活動の指導者もいる。 

・きちんとした方針がまだ定まっていない中で説明が難しいと思うが、できることからやって

いくということで進めていきたいので、学校も協力をお願いしたい。 

・再度、子供や保護者に対してのアンケート実施も考えている。 

・この会議の中で決まったことは要点だけでも保護者に伝わる環境にしていただきたい。 

⇒伊予市が現在行っている活動を知らせる機会は必要である。広報に掲載すれば、広く周

知できる。その他の方策も検討していく。 

・保険の件について。今後、地域移行をしていく際、保険を統一して、保護者負担をなるべ

く軽減できるような要望を出していただきたい。 

・３月に会をして、学校側に４月から事業実施せよと言われても責任を果たせない。それま

でに地域移行についての情報発信や啓発、指導者の研修会などの準備をしてほしい。 


